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EBR-Ⅱ、DFR、PFR、BR-2 等で行われた 100 例を超える破損燃料継続照射（破損後最大継続照射期

間：320日）では、燃料破損発生後、破損燃料を継続使用した場合に、破損孔より浸入したナトリウ

ムが燃料と化学的に反応し、当該破損燃料のクラックが拡大することが確認されているが、隣接する

健全な燃料要素に破損が伝播した事例はない［1］。なお、これらの試験における破損燃料の燃焼度は 0

～20at%であり、「常陽」の燃料の最高燃焼度は約 10at%（90,000MWd/tに相当）である［2］。 

当該事例は、高速炉用燃料要素の破損後挙動の一般的な傾向を示しており、「常陽」において、一

部の燃料要素に破損が生じた後、ある程度長期にわたってその集合体を継続使用した場合に、隣接す

る燃料要素への破損伝播が生じる可能性は極めて小さいと考えられる。 

仮に、破損伝播が生じることを想定した場合にあっても、短い時間で燃料破損が伝播することはな

く、「長期間を要する破損伝播」が想定すべき事象となる。この場合には、急速な破損伝播が生じる

ものではないため、第 1図に示すように、設計基準事故の判断基準「炉心は著しい損傷に至ることな

く、かつ、十分な冷却が可能であること。」を満足するよう、運転員は原子炉を停止する等の適切な

措置を講じることができる。 

運転員が燃料破損検出系により燃料破損を検知した場合、燃料破損発生後に運転員が原子炉を停止

するまでに要する時間は、燃料破損検出系の検出時間（別添 1参照）及び運転員操作時間の合計の約

1時間であり、上記の照射試験で得られている破損後の継続照射期間（最大 320日）と比較して十分

な猶予時間が確保される。なお、上記の照射試験で得られている破損面積の増加率は約 0.1cm2/日と

緩やかであることから［1］、「常陽」では燃料破損検出系の信号を安全保護動作の信号とせずに、保安

規定に定める値を超えた場合に、保安規定に基づき、運転員が手動で原子炉をスクラムする手順とし

ている。 

 

［1］：羽賀一男、「局所事故に関する研究の現状と展開」、PNC TN 2410 87-002(1987年 3 月) 

［2］：R.V.STRAIN, et al.、「STATUS OF RBCB TESTING OF LMR OXIDE FUEL IN EBR-Ⅱ」、Proceedings 

of FR’91 
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燃料集合体内1サブチャ
ンネルの瞬時閉塞

閉塞流路に接する被覆
管温度の上昇 約690℃

内圧クリープ
破損

〔燃料交換・取出し〕

〔 運 転 継 続 〕

燃料要素の偶発的破損

燃料要素の破損

燃料破損検出系による
検知

保安規定に基づき、運転
員が原子炉を手動で停止

長期間運転を継続し
た場合、破損が拡大
するおそれ

被ガスジェット隣接燃料要素
の被覆管温度の上昇

約740℃

燃料集合体出
口冷却材温度
計による検知

保安規定に基
づき、運転員
が原子炉を手
動で停止

 

 

第 1図 冷却材流路閉塞事故の事象進展 
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別添 1 

燃料破損検出系の検出機能 

 

1. 概要 

原子炉施設には、燃料破損検出系として、遅発中性子法燃料破損検出設備及びカバーガス法

燃料破損検出設備を独立に設ける。これらのいずれかにおいて異常が検知された場合には、警

報回路を作動させるものとする。 

燃料破損検出系は以下の検出機能を有しており、1 本の燃料要素の破損により、一次冷却系

ナトリウム中の核分裂生成物の濃度が運転上の制限を超えたことを速やかに検出できる。また、

運転員は中央制御室の警報及び盤において、運転上の制限を超過したことを検知し、速やかに

原子炉を停止することができる。 

 

2. 主要設備 

（１）遅発中性子法燃料破損検出設備（第 1図参照） 

遅発中性子法燃料破損検出設備は、検出器及びこれを収納するグラファイトブロック並

びに計測装置等から構成し、１次主冷却系配管の近傍に設置される。検出器には、BF3 比

例計数管等を使用する。 

 

（２）カバーガス法燃料破損検出設備（第 1図参照） 

カバーガス法燃料破損検出設備は、検出器及び計測装置等から構成し、カバーガス中の

希ガス核分裂生成物の娘核種の放射能を測定する。検出器には、ヨウ化ナトリウムシンチ

レータを使用する。 

 

3. 検出感度 

（１）遅発中性子法燃料破損検出設備 

「常陽」でこれまでに実施した燃料破損検出技術の実証試験において、燃料要素 1本で

開口破損が生じれば、大洗研究所（南地区）原子炉施設保安規定に定める運転上の制限（バ

ックグランドの値の 5倍）を超過する検出感度を有することを確認している[1]。 

 

（２）カバーガス法燃料破損検出設備 

「常陽」でこれまでに実施した燃料破損検出技術の実証試験において、燃焼初期の燃料

要素 1 本に蓄積される希ガス FP の放出が生じれば、大洗研究所（南地区）原子炉施設保

安規定に定める運転上の制限（バックグランドの値の 10 倍）を超過する検出感度を有す

ることを確認している[2]。 

 

4. 検出時間 

（１）遅発中性子法燃料破損検出設備 

「常陽」でこれまでに実施した燃料破損検出技術の実証試験結果から、遅発中性子先行

核の輸送時間遅れは約 1分であり、燃料破損発生の約 1分後には、燃料破損を検知し、中

[6]
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央制御室に警報を発することが可能である。 

 

（２）カバーガス法燃料破損検出設備 

「常陽」でこれまでに実施した燃料破損検出技術の実証試験結果から、カバーガス法燃

料破損検出設備の検知に要する時間は約 40分であり、燃料破損発生の約 40分後には、燃

料破損を検知し、中央制御室に警報を発することが可能である。 

 

[1] 大戸敏弘他；「「常陽」における燃料破損検出技術の開発と実証試験」動燃技報 

No.68,p.45-51(1988) 

[2] 伊藤主税他；「「常陽」における燃料破損模擬試験」JNC TN 9410 2005-003 

 

炉心

カバーガス
希ガスＦＰ

Na

NaNa

DN法：
Br, Iの遅発中性子検出

CG法(プレシピテータ)：
Xe, Krの娘核種のβ線検出

1次冷却系(Bループ) 1次冷却系(Aループ)

CG法設備

DN法設備
(A)

DN法設備
(B)

 

 CG法：カバーガス法 

 DN法：遅発中性子法 

 

第 1 図 「常陽」の燃料破損検出系の概念図 
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運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故 

における事象推移等の整理 
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未臨界状態からの制御棒の異常な引抜き 
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出力運転中の制御棒の異常な引抜き 
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１次冷却材流量増大 
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１次冷却材流量減少 
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外部電源喪失 
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２次冷却材流量増大 
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２次冷却材流量減少 
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主冷却器空気流量の増大 
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主冷却器空気流量の減少 
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燃料スランピング事故 

 

事 象 名 燃料スランピング事故

初
期
状
態

原子炉出力 100 ％

原子炉入口温度 352 ℃

原子炉出口温度 458 ℃

燃料・被覆管
初期温度

燃料 約2,350 ℃

被覆管 約620 ℃

起因事象

最大の反応度価値を持つ1体の燃料集合体
内の全燃料要素で同時にスランピング現象が
生じ、20￠のステップ状の正の反応度が投入
（別添2参照）

スクラム反応度 0.050 Δk/k

反
応
度
係
数

ドップラ係数 -1.1×10-3 Tdk/dT
最大値（絶対値が最小の負の値）

燃料温度係数 零

構造材温度係数 -0.76×10-6Δk/k/℃
最大値（絶対値が最小の負の値）

冷却材温度係数 -5.7×10-6Δk/k/℃
最大値（絶対値が最小の負の値）

支持板温度係数 零

原子炉スクラム項目 中性子束高（出力領域）

設定値 定格出力の107 ％

応答時間 0.2 秒

デラッチ遅れ 0.2 秒

単一故障仮定 １ループのポニーモータ引継ぎ失敗

・主な解析条件 ・プラント挙動
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１次主循環ポンプ軸固着事故 
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１次冷却材漏えい事故 
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冷却材流路閉塞事故 

 

事 象 名 冷却材流路閉塞事故

初
期
状
態

原子炉出力 100 ％

原子炉入口温度 352 ℃

原子炉出口温度 458 ℃

燃料・被覆管
初期温度

燃料 約2,350 ℃

被覆管 約620 ℃

起因事象 燃料集合体の１次冷却材の流路が局部的に閉塞

核分裂生成ガスジェット
衝突の想定

燃料集合体内の１次冷却材の流路が局部的に閉塞されることで、燃
料要素が破損することを仮定し、燃料要素の内部に蓄積されていた核
分裂生成ガスが隣接する燃料要素に向かって放出される事象を想定

閉塞規模 燃料集合体内のサブチャンネル1カ所

閉塞物 原子炉容器内構造物

閉塞位置（軸方向） 被覆管肉厚中心温度が最も高くなる炉心上端

被覆管外表面熱伝達
係数（核分裂生成ガス
ジェット衝突領域）

10,000 W/m2K

・主な解析条件
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２次主循環ポンプ軸固着事故 
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２次冷却材漏えい事故 
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主送風機風量瞬時低下事故 
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別添 1 

流量増大・風量増大事象における最大流量及び最大風量の設定 

 

 

1. １次冷却材流量増大 

  「１次冷却材流量増大」では、1ループの１次主循環ポンプ（三相誘導電動機）の主電動機の二

次側の短絡により、ポンプの回転数が最大回転数まで上昇し、当該ループの１次冷却材流量が増大

して、炉心の冷却材流量が瞬時に 110 ％に増大することを想定している。 

  １次主循環ポンプの運転回転数は約 860 rpmであり、また、最大回転数は 930 rpmであることか

ら、異常発生ループの１次冷却材流量は約 108 ％増大し、炉心流量（健全ループ及び異常発生ル

ープの流量を合算）は約 104 ％増大する。解析では、当該値を上回る 110 ％を使用した。 

 

2. ２次冷却材流量増大 

  「２次冷却材流量増大」では、1ループの２次主循環ポンプ（三相誘導電動機）の電動機の二次

側の短絡により、ポンプの回転数が最大回転数まで上昇し、当該ループの２次冷却材流量が瞬時に

140 ％に増大することを想定している。 

  ２次主循環ポンプの運転回転数は約 1,060 rpmであり、また、最大回転数は 1,460 rpmであるこ

とから、異常発生ループの２次冷却材流量は約 138 ％増大する。解析では、当該値を上回る 140 ％

を使用した。 

 

3. 主冷却器空気流量の増大 

  「主冷却器空気流量の増大」における解析では、1ループの主冷却機 1台のベーン、ダンパが全

開となり、当該主冷却器の空気風量が瞬時に最大風量に増大することを想定している。 

  主冷却機は 2台を 1式とし、２次主冷却系の二つのループに 1式ずつ設けられる。主冷却器の空

気風量は、通常運転時において約 4,700 m3/minである。また、最大空気風量は約 8,500 m3/minで

ある。異常発生時、主冷却器の空気風量は、健全な主冷却器の空気風量及び異常が生じた主冷却器

の空気風量を合算した約 13,200 m3/min となる。解析では、当該値を上回る 16,500 m3/min を使用

した。 

  なお、空気温度は-13 ℃とした。当該値は、敷地付近の水戸地方気象台での記録（1897年～2013

年）に基づく最低気温-12.7 ℃（1952年 2月 5日）を下回る。 
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別添 2 

 

「燃料スランピング事故」における投入反応度 

 

 

「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」＊1では、設計基準事故における正の反応度投入に対して、

炉心の溶融あるいは著しい損傷のおそれがなく、かつ、事象の過程において他の異常状態の原因とな

るような 2次的損傷が生じなく、さらに放射性物質の放散に対する障壁の設計が妥当であることを確

認するために、「制御棒急速引抜き事故」を想定することを例示している。 

ただし、「常陽」の反応度制御系統において、制御棒の引抜速度は一定であり、「制御棒急速引抜き

事故」は発生しない。本申請は、既許可と同様に「燃料スランピング事故」を想定するものとした。 

燃料スランピング事故は、炉心燃料集合体 1体の全炉心燃料要素内の燃料が被覆管内で下方に密に

詰まることを起因事象としたものである。本申請では、既許可と同様に、20￠のステップ状の反応度

が投入されることを想定する。ＭＫ－Ⅳ炉心において算出されるスランピング反応度は約 13.6￠で

あり、想定した投入反応度（20￠）は、十分な保守性を有する。 

なお、「出力運転中の制御棒の異常な引抜き」で想定する反応度添加率は 5￠／sであり、ステップ

状の投入反応度として、20￠を超えることはない。また、原子炉運転中において、燃料集合体及び反

射体等の炉心構成要素は軸方向中間部に設けられたスペーサーパッドにより各炉心構成要素が接触

する構造となっており、炉心が瞬時に収縮することによりステップ状に過度な反応度が投入されるこ

とはない。原子炉容器入口冷却材温度の低下、炉心湾曲や照射物の移動等による反応度の投入を想定

した場合も同様である。 

 

 ＊1 「常陽」では、運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故における事象選定に当たり、最新

の技術的知見として、「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」を参考とした。「高速増殖炉の安全

性の評価の考え方」は、「常陽」の経験を踏まえるとともに、諸外国における高速増殖炉の安全

性評価の考え方も参考とし、また、当時、安全性評価の対象として考えられた「もんじゅ」を念

頭において検討を行ったものである。燃料スランピング事故は、「常陽」建設時許可において、

高速炉燃料の照射実績が少なかったことも踏まえ、正の反応度が投入される事象として、選定さ

れた。一方、「常陽」の経験を踏まえて検討された「高速増殖炉の安全性の評価の考え方」では、

基本的な考え方として、設計基準事故にあっては、制御棒急速引抜き事故を想定することを例示

している。 

 

 

[26]
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設計基準事故に係る被ばく評価結果の整理 
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13条-別紙 21-1 

 

1. 事故発生時に冷却材中又は冷却水中に放出される核分裂生成物の評価 

 

設計基準事故のうち、「１次冷却材漏えい事故」、「気体廃棄物処理設備破損事故」及び「１次アル

ゴンガス漏えい事故」では、全ての燃料集合体の燃焼度が一様に最高燃焼度に達した場合に炉心に蓄

積される希ガス及びよう素の 1％に相当する量が、１次冷却材中に放出されている状態を起点として

いる。なお、当該放出は、被ばく評価を目的に仮想したものであり、発電炉等の事例を参考に、炉心

に蓄積される核分裂生成物を対象としている。 

１次冷却材中に放出される希ガス及びよう素の量は以下の式により計算する（別添 1 参照）。ただ

し、「１次冷却材漏えい事故」にあっては、原子炉停止後 7 日間の冷却を考慮する。当該期間は、格

納容器（床下）を空気雰囲気に置換する場合には、崩壊熱が十分に減衰（200kW以下：原子炉停止後

2 週間程度要する。）してから１次冷却材を１次冷却材ダンプタンクへドレンすることを踏まえ、被

ばく評価結果について厳しい結果が得られるように設定している。 

 

（添付書類九「3.放射性廃棄物の廃棄」より抜粋） 

全ての燃料集合体の燃焼度が一様に最高燃焼度に達した状態で燃料破損が生じた場合に、

１次冷却材中に放出される希ガス及びよう素の量は以下の式により計算する。 

( ) ( )oiT

if

I

i eYKFwR
−

−= 1  

ここで (RiI)w：全ての燃料集合体の燃焼度が一様に最高燃焼度に達した状態で燃料破損が生

じた場合に、１次冷却材中に放出される希ガス及びよう素の量（Bq） 

Ff：破損燃料割合 0.01 

K：1秒当たりの核分裂数（fission／s） 

Yi：核種 iの核分裂収率 

λi：核種ｉの崩壊定数（1／s） 

To：最高燃焼度に対応する積算運転時間（s） 

 

「燃料取替取扱事故」にあっては、1 体の燃料集合体の燃焼度が一様に最高燃焼度に達した場合

に燃料集合体に蓄積される希ガスの 100％に相当する量及びよう素の 50％に相当する量が、瞬時に

水中に放出される状態を起点としている。評価式は同じであり、破損燃料割合として、希ガスにつ

いて「1」を、よう素について「0.5」を使用する。また、その評価条件に鑑み、13日間の燃料交換、

60日間の炉内燃料貯蔵ラックでの中間貯蔵及び 5日間の燃料取扱作業における冷却を考慮する。な

お、60日間の炉内燃料貯蔵ラックでの中間貯蔵にあっては、炉心からの漏えい中性子による核分裂

生成物の生成も考慮する。 

 

「１次冷却材漏えい事故」、「気体廃棄物処理設備破損事故」、「１次アルゴンガス漏えい事故」及

び「燃料取替取扱事故」において、被ばく評価の起点とした『冷却材中又は冷却水中に放出されて

いる核分裂生成物（希ガス及びよう素）の量』を第 1.1表に示す。 
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13条-別紙 21-2 

第
1.
1
表
 
冷
却
材
中
又
は
冷
却
水
中
に
放
出
さ
れ
て
い
る
核
分
裂
生
成
物
（
希
ガ
ス
及
び
よ
う
素
）
の
量
 

核
種
 

核
分
裂
収
率
 

（
％
）
 

半
減
期
 

ガ
ン
マ
線
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
 

（
Me
V）

 

原
子
炉
停
止

0
日
後

*1
*
2  

（
Bq
）
 

原
子
炉
停
止

7
日
後

*1
*3
 

（
B
q）

 

附
属
水
冷
却
池
取
扱
時

*1
*4
 

（
B
q）

 

希 ガ ス 

Kr
-8
3m
 

Kr
-8
5m
 

Kr
-8
5 

Kr
-8
7 

Kr
-8
8 

Kr
-8
9 

Kr
-9
0 

Xe
-1
31
m 

Xe
-1
33
m 

Xe
-1
33
 

Xe
-1
35
m 

Xe
-1
35
 

Xe
-1
37
 

Xe
-1
38
 

Xe
-1
39
 

0.
43
 

0.
86
 

0.
20
 

1.
58
 

2.
10
 

2.
59
 

2.
57
 

0.
05
2 

0.
21
 

6.
84
 

1.
40
 

7.
12
 

6.
22
 

5.
51
 

4.
32
 

1.
83
h 

4.
48
h 

10
.7
3y
 

76
.3
mi
n 

2.
8h
 

3.
18
mi
n 

32
.3
2s
 

11
.9
d 

2.
25
d 

5.
29
d 

15
.6
5
mi
n 

9.
08
h 

3.
83
mi
n 

14
.1
7
mi
n 

39
.5
s 

0.
00
25
 

0.
15
9 

0.
00
22
 

0.
79
3 

1.
95
 

2.
06
7 

1.
32
5 

0.
02
 

0.
04
2 

0.
04
5 

0.
43
2 

0.
25
 

0.
18
1 

1.
18
3 

0.
85
 

1.
4
×

10
14
 

2.
7
×

10
14
 

7.
3
×

10
12
 

5.
0
×

10
14
 

6.
6
×

10
14
 

8.
1
×

10
14
 

8.
1
×

10
14
 

1.
7
×

10
13
 

6.
6
×

10
13
 

2.
2
×

10
15
 

4.
4
×

10
14
 

2.
3
×

10
15
 

2.
0
×

10
15
 

1.
8
×

10
15
 

1.
4
×

10
15
 

～
0 

1
.
4×

10
3  

7
.
3×

10
12
 

～
0 

～
0 

～
0 

～
0 

1
.
1×

10
13
 

7
.
6×

10
12
 

8
.
6×

10
14
 

～
0 

6
.
0×

10
9  

～
0 

～
0 

～
0 

～
0 

8
.
4×

10
4  

9
.
2×

10
12
 

～
0 

3
.
0×

10
0  

～
0 

～
0 

7
.
1×

10
11
 

5
.
1×

10
11
 

4
.
0×

10
13
 

～
0 

8
.
4×

10
9  

～
0 

～
0 

～
0 

合
計
（
Bq
）
 

 
 

 
1.
3
×

10
16
 

8
.
8×

10
14
 

5
.
1×

10
13
 

合
計
（
Me
V・

Bq
）

*
5  

 
 

 
8.
9
×

10
15
 

3
.
9×

10
13
 

1
.
9×

10
12
 

よ う 素 

I-
13
1 

I-
13
2 

I-
13
3 

I-
13
4 

I-
13
5 

3.
70
 

5.
13
 

6.
81
 

7.
42
 

6.
39
 

8.
06
d 

2.
28
h 

20
.8
h 

52
.6
mi
n 

6.
61
h 

 
1.
2
×

10
15
 

1.
6
×

10
15
 

2.
2
×

10
15
 

2.
4
×

10
15
 

2.
0
×

10
15
 

6
.
4×

10
14
 

～
0 

7
.
9×

10
12
 

～
0 

4
.
5×

10
7  

1
.
5×

10
13
 

～
0 

7
.
0×

10
11
 

～
0 

1
.
3×

10
8  

合
計
（
Bq
）
 

 
 

 
9.
2
×

10
15
 

6
.
5×

10
14
 

1
.
6×

10
13
 

＊
1
：
1
×

10
-1
B
q
以
下
に
つ
い
て
は
、「

～
0
」
と
す
る
。
 

＊
2
：
最
高
燃
焼
度
に
達
し
た
炉
心
に
蓄
積
さ
れ
る
希
ガ
ス
及
び
よ
う
素
の

1
％
に
相
当
す
る
量
で
あ
り
、「

気
体
廃
棄
物
処
理
設
備
破
損
事
故
」
及
び
「
１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
漏
え
い
事
故
」
に
使
用
す
る
。
 

＊
3
：
最
高
燃
焼
度
に
達
し
た
炉
心
に
蓄
積
さ
れ
る
希
ガ
ス
及
び
よ
う
素
の

1
％
に
相
当
す
る
量
で
あ
り
、「

１
次
冷
却
材
漏
え
い
事
故
」
に
使
用
す
る
。
 

＊
4
：
最
高
燃
焼
度
に
達
し
た
燃
料
集
合
体

1
体
に
蓄
積
さ
れ
る
希
ガ
ス
の

1
00
％
に
相
当
す
る
量
及
び
よ
う
素
の

5
0
％
に
相
当
す
る
量
で
あ
り
、「

燃
料
取
替
取
扱
事
故
」
に
使
用
す
る
。

 

＊
5
：
ガ
ン
マ
線
エ
ネ
ル
ギ
ー
1
Me
V
換
算
値
。
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13条-別紙 21-3 

 

2. 大気中に放出される核分裂生成物の評価及び被ばく評価結果 

 

「１次冷却材漏えい事故」、「気体廃棄物処理設備破損事故」、「１次アルゴンガス漏えい事故」及び

「燃料取替取扱事故」において、大気中に放出される核分裂生成物の評価条件を整理した結果を第

2.1表に示す。また、大気中に放出される核分裂生成物の量及び被ばく評価結果を第 2.2表に示す。

これらの事故において、実効線量は小さく、周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与え

ることはない。なお、被ばく評価におけるχ／Q（相対濃度）及び D／Q（相対線量）には、添付書類

六「2. 気象（主に平成 25年までのデータ）」に示すものを使用した。 
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13条-別紙 21-4 

第
2.
1
表
 
大
気
中
に
放
出
さ
れ
る
核
分
裂
生
成
物
の
評
価
条
件
 

 
冷
却
材
中
→
 

格
納
容
器
内
 

雰
囲
気
へ
の
移
行
 

格
納
容
器
内
 

ﾌﾟ
ﾚｰ
ﾄｱ
ｳﾄ
等
 

に
よ
る
減
衰
 

冷
却
材
中
→
 

カ
バ
ー
ガ
ス
中
 

へ
の
移
行
 

格
納
容
器
内
 

雰
囲
気
→
 

大
気
中
へ
の
移
行
 

ダ
ン
プ
タ
ン
ク
等
 

に
お
け
る
減
衰
 

水
中
→
 

建
物
内
雰
囲
気
 

へ
の
移
行
 

建
物
内
雰
囲
気
→
 

大
気
中
へ
の
移
行
 

１
次
冷
却
材
 

漏
え
い
事
故
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
10
％

*1
 

希
ガ
ス
：
無
視
 

よ
う
素
：
 

無
機
：
半
減
期

1h
*
2  

有
機
：
無
視
 

 
主
排
気
筒

*
4
*
5  

又
は
直
接

*
5  

 
 

 

１
次
 

ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
 

漏
え
い
事
故
 

 
希
ガ
ス
：
無
視
 

よ
う
素
：
無
視
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
10

-3
％

*3
 

主
排
気
筒

*
4
*
5  

又
は
直
接

*
5  

 
 

 

気
体
廃
棄
物
 

処
理
設
備
 

破
損
事
故
 

 
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
10

-3
％

*3
 

 
希
ガ
ス
：
考
慮
 

よ
う
素
：
考
慮
 

 
主
排
気
筒
：
9
0％

*
8  

直
接
：
10
％

*8
 

燃
料
取
替
 

取
扱
事
故
 

 
 

 
 

 

希
ガ
ス
：
1
00
％
 

よ
う
素
：
0
.2
％

*6
 

（
除
染
係
数
 

：
5
0
0*

6 ）
 

直
接
：
1
0
0％

 

＊
1：

 
１
次
冷
却
材
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
に
対
す
る
漏
え
い
ナ
ト
リ
ウ
ム
の
割
合
に
よ
り
設
定
（
別
添

2
参
照
）。

 

＊
2：

 
エ
ア
ロ
ゾ
ル
の
重
力
沈
降
、
拡
散
な
ど
に
よ
る
格
納
容
器
内
の
壁
面
へ
の
沈
降
、
沈
着
挙
動
を
解
析
し
、
得
ら
れ
た
濃
度
変
化
か
ら
設
定
。

 

＊
3：

 
気
液
分
配
計
算
に
よ
り
よ
う
素
の
移
行
率
を
設
定
（
別
添

3
参
照
）。

 
 

＊
4：

 
非
常
用
換
気
設
備
を
経
由
（
非
常
用
換
気
設
備
の
フ
ィ
ル
タ
の
よ
う
素
に
対
す
る
除
去
効
率
：
90
％
）。

 

＊
5：

 
核
分
裂
生
成
物
の
格
納
容
器
か
ら
ア
ニ
ュ
ラ
ス
部
へ
の
漏
え
い
率
（
ア
ニ
ュ
ラ
ス
部
か
ら
非
常
用
換
気
設
備
を
経
由
し
て
主
排
気
筒
か
ら
放
出
）
及
び
ド
ー
ム
部
か
ら

大
気
中
へ
の
漏
え
い
率
は
格
納
容
器
内
の
圧
力
の
平
方
根
に
比
例
す
る
も
の
と
し
、
格
納
容
器
内
の
圧
力
の
変
動
を
考
慮
し
て
設
定
。
 

＊
6：

 
「
発
電
用
軽
水
型
原
子
炉
施
設
の
安
全
評
価
に
関
す
る
審
査
指
針
」
の
「
燃
料
集
合
体
の
落
下
」
に
記
載
の
値
で
設
定
。
 
 

＊
7：

 
廃
ガ
ス
貯
留
タ
ン
ク
は
原
子
炉
附
属
建
物
地
下

2
階
の
貯
留
タ
ン
ク
室
に
設
置
さ
れ
て
い
る
。
廃
ガ
ス
貯
留
タ
ン
ク
の
破
損
事
故
が
発
生
し
た
場
合
、
貯
留
タ
ン
ク
室

の
圧
力
が
上
昇
す
る
た
め
、
核
分
裂
生
成
物
が
隣
室
へ
漏
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
隣
室
の
空
調
換
気
設
備
（
廃
ガ
ス
処
理
室
系
）
に
よ
り
主
排
気
筒
に
導
か
れ
る
。
地
下

2
階
か
ら
地
上
ま
で
複
数
の
扉
や
空
調
換
気
設
備
排
風
機
に
よ
る
吸
い
込
み
を
回
避
し
な
い
と
地
上
か
ら
の
直
接
放
出
と
な
ら
な
い
が
、
保
守
的
に
地
上
か
ら
の
直
接
放

出
を

10
%と

設
定
。
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13条-別紙 21-5 

 

  

第
2.
2
表
 
大
気
中
に
放
出
さ
れ
る
核
分
裂
生
成
物
の
量
及
び
被
ば
く
評
価
結
果
 

 

大
気
中
に
放
出
さ
れ
る
核
分
裂
生
成
物
の
量
 

実
効
線
量
 

よ
う
素
 

（
I－

13
1
換
算
）
 

希
ガ
ス
 

（
ガ
ン
マ
線
 0
.5
Me
V 
換
算
）
 

よ
う
素
の
吸
入
に
よ
る
 

小
児
の
内
部
被
ば
く
 

希
ガ
ス
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
 

外
部
被
ば
く
 

合
計
 

１
次
冷
却
材
 

漏
え
い
事
故
 

約
1.
4×

10
10
Bq
 

約
5.
0×

10
11
Bq
 

約
3.
9×

10
-3
mS
v 

約
8
.
3×

1
0-

5 m
S
v 

約
4
.
0×

1
0-

3 m
S
v 

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
 

漏
え
い
事
故
 

約
9.
2×

10
7 B
q 

約
1.
8×

10
1
3 B
q 

約
2.
6×

10
-5
mS
v 

約
3
.
1×

1
0-

3 m
S
v 

約
3
.
1×

1
0-

3 m
S
v 

気
体
廃
棄
物
 

処
理
設
備
 

破
損
事
故
 

約
1.
6×

10
9 B
q 

約
1.
6×

10
1
3 B
q 

約
4.
3×

10
-3
mS
v 

約
1
.4
×
1
0-

2 m
S
v 

約
1
.
8×

1
0-

2 m
S
v 

燃
料
取
替
 

取
扱
事
故
 

約
3.
0×

10
10
Bq
 

約
3.
7×

10
12
Bq
 

約
7.
9×

10
-1
mS
v 

約
2.
5×

1
0-

2 m
S
v 

約
8
.
1×

1
0-

1 m
S
v 
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別添 1 

 

核分裂収率の設定 

 

 

核分裂収率には、Meek & Rider（1974年版）[1]の核種毎の累積核分裂収率推奨値を用いた。なお、

熱中性子核分裂と高速中性子核分裂の両方の核分裂収率が記載されている核種については、保守的に、

大きい値を採用した。 

ＦＰＧＳ－３コードによる計算値との比較結果を第 1表に示す。解析使用値は、ＦＰＧＳ－３計算

値に対して概ね保守的であり、当該核分裂収率の使用が妥当であることを確認した。なお、ＦＰＧＳ

－３の計算条件は、崩壊熱計算と同じであり、ここでは、原子炉停止後 0秒の結果を用いた。 

  

第 1表 炉内蓄積量の解析使用値及びＦＰＧＳ－３計算値の比較 

核種 半減期*1 
解析使用値 

（Bq） 

FPGS-3計算値

（Bq） 

比 

（解析使用値 

／FPGS-3計算値） 

希
ガ
ス 

Kr-83m 

Kr-85m 

Kr-85 

Kr-87 

Kr-88 

Kr-89 

Kr-90 

Xe-131m 

Xe-133m 

Xe-133 

Xe-135m 

Xe-135 

Xe-137 

Xe-138 

Xe-139 

1.83h 

4.48h 

10.73y 

76.3min 

2.8h 

3.18min 

32.32s 

11.9d 

2.25d 

5.29d 

15.65min 

9.08h 

3.83min 

14.17min 

39.5s 

1.4×1016 

2.7×1016 

7.3×1014 

5.0×1016 

6.6×1016 

8.1×1016 

8.1×1016 

1.7×1015 

6.6×1015 

2.2×1017 

4.4×1016 

2.3×1017 

2.0×1017 

1.8×1017 

1.4×1017 

1.3×1016 

2.8×1016 

6.8×1014 

5.1×1016 

6.8×1016 

8.0×1016 

8.4×1016 

1.3×1015 

6.9×1015 

2.1×1017 

4.5×1016 

2.2×1017 

1.8×1017 

1.7×1017 

1.2×1017 

1.05 

0.99 

1.07 

0.98 

0.97 

1.01 

0.96 

1.33 

0.95 

1.02 

0.99 

1.02 

1.09 

1.06 

1.12 

合計（Bq）  1.3×1018 1.3×1018 1.03 

合計（MeV・Bq）  8.9×1017 8.7×1017 *2 1.02 

よ
う
素 

I-131 

I-132 

I-133 

I-134 

I-135 

8.06d 

2.28h 

20.8h 

52.6min 

6.61h 

1.2×1017 

1.6×1017 

2.2×1017 

2.4×1017 

2.0×1017 

1.1×1017 

1.6×1017 

2.1×1017 

2.3×1017 

1.9×1017 

1.05 

1.04 

1.02 

1.03 

1.05 

合計（Bq）  9.2×1017 8.9×1017 1.03 

合計（Bq：I-131換算）  1.9×1017 1.8×1017 1.04 

＊1： ＦＰＧＳ－３計算では、核データライブラリ（JNDC-V1.5等）の値を使用。 

＊2： 解析使用値と同じガンマ線エネルギーで換算。 

 

[1] Meek,M.E.＆Rider,B.F.,“Compilation of Fission Products Yields”, Vallecitos Nuclear 

Center , NEDO-12154-1(1974)
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添付 1 

 

「燃料取替取扱事故」における実効線量の評価において、崩壊チェーンを考慮した場合の影響 

 

 

「１次冷却材漏えい事故」、「気体廃棄物処理設備破損事故」、「１次アルゴンガス漏えい事故」及び

「燃料取替取扱事故」において、被ばく評価の起点とした『冷却材中又は冷却水中に放出されている

核分裂生成物（希ガス及びよう素）の量』の算出にあたっては、原子炉停止後 0秒の希ガス及びよう

素の炉内蓄積量又は炉心燃料集合体蓄積量をインプットとして統一的に用いている。一方、「燃料取

替取扱事故」にあっては、一定の冷却期間を経た炉心燃料集合体を取り扱うため、希ガス及びよう素

以外の核分裂生成物を含む崩壊チェーンの考慮の有無により、実効線量の評価結果に若干の差が生じ

る。 

「燃料取替取扱事故」について、累積核分裂収率を使用した場合とＦＰＧＳ－３コードによる計算

値（崩壊チェーンを考慮）を使用した場合の実効線量の比較結果を第 1表に示す。当該比較結果より、

実効線量において支配的な「よう素の吸入による小児の内部被ばく」については概ね同じである。ま

た、「希ガスのガンマ線による外部被ばく」において若干の差異が生じるものの、実効線量の評価へ

の寄与は小さく、保守的に約 9×10-1mSvと概算されるため、「周辺の公衆に対する著しい放射線被ば

くのリスクを与えることはない」との判断（基準：周辺公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり

5mSvを超えない）に影響を及ぼすものではない。 

以上より、「燃料取替取扱事故」においても、統一的な考え方に基づき、被ばく評価の起点とした

『冷却水中に放出されている核分裂生成物（希ガス及びよう素）の量』の算出にあたっては、原子炉

停止後 0秒の希ガス及びよう素の炉心燃料集合体蓄積量をインプットに用いた。 

 

第 1表 崩壊チェーンの考慮の有無による「燃料取替取扱事故」における実効線量の比較結果 

 

 
よう素の吸入による 

小児の内部被ばく 

希ガスのガンマ線による 

外部被ばく 
合計 

累積核分裂収率使用 

（申請ケース） 
約 7.9×10-1mSv 約 2.5×10-2mSv 約 8.1×10-1mSv 

FPGS-3計算値使用 約 7.9×10-1mSv 約 3.0×10-2mSv 約 8.2×10-1mSv 
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別添 2 

 

「１次冷却材漏えい事故」におけるよう素の格納容器内雰囲気への移行率の設定 

 

 

被ばく評価では、全ての燃料集合体の燃焼度が一様に最高燃焼度に達した場合に炉心に蓄積される

希ガス及びよう素の 1％に相当する量が、１次冷却材中に放出されている状態を仮想しており、よう

素が１次冷却材中（１次冷却材インベントリ：約 100m3）に均一に存在するものとする。 

一方、格納容器（床下）を空気雰囲気に置換した状態（空気雰囲気に置換する場合には、１次冷却

材を１次冷却材ダンプタンクへドレンする。）でのナトリウムの燃焼を想定していることから、漏え

いナトリウム量は、１次主冷却系Ａ、１次主冷却系Ｂループの二重構造アニュラス部の容積から最大

約 6m3である。 

従って、漏えいナトリウム量は１次冷却材インベントリの約 6%であるが、被ばく量を保守的に評

価するため、よう素の格納容器雰囲気への移行率は 10%と設定している。 

 

 

[35]
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別添 3 

 

「１次アルゴンガス漏えい事故」及び「気体廃棄物処理設備破損事故」 

におけるよう素のカバーガスへの移行率の設定 

 

 

よう素のカバーガスへの移行率は、ナトリウムインパイルループにおけるナトリウム中のよう素の

カバーガスへの移行実験に基づく評価より約 1.7×10-5%、気液分配係数もしくは NaI蒸気圧データに

基づく評価より約 1.6×10-5%と評価しているが、被ばく評価では保守的に 10-3%と設定している（第 1

図参照）。 

 

 

 

 

[36]
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「
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別添 4 

 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価 

 

 

「常陽」では、希ガス及びよう素の実効放出継続時間を 1時間又は 2時間（原子炉設置変更許可申

請書添付書類六「2. 気象（主に平成 25年までのデータ）」参照）とし、線源となる希ガス及びよう

素が短時間に環境中に放出されるものとして、設計基準事故時における一般公衆の実効線量を評価し

ており、当該線源が「常陽」内に留まることを想定した直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の

評価は省略している。  

なお、「１次冷却材漏えい事故」において想定した漏えいナトリウムが、格納容器（床下）で燃焼

することで、当該ナトリウムに含まれる 22Na及び 24Naの 0.3％※が格納容器（床上）に移行するもの

とした場合、格納容器内への核分裂生成物の放出後 30日間における敷地境界外における直接ガンマ

線及びスカイシャインガンマ線による実効線量（最大）は、次のとおりであり、これらを合計した実

効線量は約 3.2×10-5mSvとなる。 

直接ガンマ線：約 2.6×10-9mSv 

スカイシャインガンマ線：約 3.2×10-5mSv 

 

※ ナトリウムの燃焼によって格納容器（床下）で発生したエアロゾルは、格納容器（床下）の天井、

壁、床の表面に沈着等するため、開口面積が約 1.3m2である格納容器（床上）と格納容器（床下）

のバウンダリの開口部から、格納容器（床上）に移行するナトリウムエアロゾルは非常にわずか

である。ここでは、保守的に、格納容器（床下）の壁や床にナトリウムエアロゾルが沈着するこ

とを無視するものとし、格納容器（床上）と格納容器（床下）のバウンダリの床面積（約 500m2）

と開口面積（約 1.3m2）の比より、格納容器（床下）から格納容器（床上）へのナトリウムエアロ

ゾルの移行率を 0.3％とした。 

 

[38]
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別添 5 

 

「燃料取替取扱事故」における代表事象の選定 

 

 

原子炉建物及び原子炉附属建物における燃料取扱設備の概略図を第 1 図に示す。「燃料取替取扱事

故」では、代表事象の選定にあたり、燃料出入機、トランスファロータ、燃料取扱用キャスクカー及

び原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備水冷却池において発生した燃料取替取扱事故を検討対象とし

た。なお、検討対象は、以下の考え方に基づき選定した。 

 

・ 燃料交換機を用いた燃料取替取扱作業にあっては、燃料集合体は、原子炉容器内で取り扱

われるため、事故が発生した場合にあっても、放射性物質は、原子炉冷却材バウンダリや原

子炉カバーガス等のバウンダリにより閉じ込められるため、燃料出入機における評価に代表

させる。 

・ ナトリウム洗浄装置及び燃料集合体缶詰装置は、燃料洗浄槽において、水蒸気又は水によ

り燃料集合体を洗浄し、内部に水を充填した缶詰缶に封入するための設備であり、事故が発

生した場合にあっても、放射性物質の放散が低減されるため、燃料取扱用キャスクカー又は

原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備水冷却池における評価で代表させる。なお、燃料取扱用

キャスクカーにおいては、キャスク内に燃料集合体を収納する容器を有しないため、事故が

発生した場合には、放射性物質は直接キャスク内雰囲気中に放出される。また、原子炉附属

建物使用済燃料貯蔵設備水冷却池では、燃料集合体を缶詰缶に収納した状態で取り扱うが、

被ばく評価においては、缶詰缶の閉じ込め機能を無視するものとし、放射性物質は直接水中

に放出されるものとしている。 

・ 第一使用済燃料貯蔵建物使用済燃料貯蔵設備水冷却池及び第二使用済燃料貯蔵建物使用済

燃料貯蔵設備水冷却池については、原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備等で 1 年以上冷却貯

蔵された燃料集合体を扱うことから、放出される放射性物質の量が小さいため、原子炉附属

建物使用済燃料貯蔵設備水冷却池における評価に代表させる。 

 

被ばく評価の結果を第 1表に示す。原子炉附属建物使用済燃料貯蔵設備水冷却池において発生した

燃料取替取扱事故において、周辺公衆の実効線量が最大となるため、当該シナリオを「燃料取替取扱

事故」の代表事象とした。 

 

 

[39]



 

 

13条-別紙 21-別添 5-2 

第
1
表
 
「
燃
料
取
替
取
扱
事
故
」
の
代
表
事
象
選
定
に
係
る
被
ば
く
評
価
結
果

 

事
故
 

発
生
場
所
 

燃
料
集
合
体
→
 

キ
ャ
ス
ク
等
雰
囲
気
へ
の
移
行
 

キ
ャ
ス
ク
等
雰
囲
気
→
 

建
物
内
雰
囲
気
へ
の
移
行
 

建
物
内
雰
囲
気
→
 

大
気
中
へ
の
移
行
 

χ
/
Ｑ
及
び
Ｄ
/
Ｑ
 

算
出
に
お
け
る
 

実
効
放
出
継
続
時
間
 

実
効
線
量
 

よ
う
素
の
吸
入
に
よ
る
 

小
児
の
内
部
被
ば
く
 

希
ガ
ス
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
 

外
部
被
ば
く
 

合
計
 

燃
料
出
入
機
 

雰
囲
気
：
ナ
ト
リ
ウ
ム
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
50
％
 

建
物
：
原
子
炉
格
納
容
器
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
10

-3
％
 

コ
フ
ィ
ン
漏
え
い
率
：
2.
5%
/
d＊

2  

主
排
気
筒
 

又
は
地
上

＊
4  

χ
/
Ｑ
：
2
時
間

＊
4  

Ｄ
/
Ｑ
：
2
時
間

＊
4  

約
6.
9
×
1
0
-8
mS
v 

約
1.
2
×
1
0
-5
mS
v 

約
1.
2
×
1
0
-5
mS
v 

ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
 

ロ
ー
タ
 

雰
囲
気
：
ナ
ト
リ
ウ
ム
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
50
％
 

建
物
：
原
子
炉
附
属
建
物
 

希
ガ
ス
：
10

0％
 

よ
う
素
：
10

-3
％
 

主
排
気
筒
：

90
％

＊
5  

地
上
：
1
0％

＊
5  

χ
/
Ｑ
：
1
時
間

＊
5  

Ｄ
/
Ｑ
：
1
時
間

＊
5  

約
4.
0
×
1
0
-4
mS
v 

約
3.
1
×
1
0
-3
mS
v 

約
3.
5
×
1
0
-3
mS
v 

燃
料
取
扱
用
 

キ
ャ
ス
ク
カ
ー
 

雰
囲
気
：
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
10
0％

＊
1  

建
物
：
原
子
炉
附
属
建
物
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
10
0％

 

キ
ャ
ス
ク
漏
え
い
率
：
0.
4%
/
d＊

3  

主
排
気
筒
：

90
％
 

地
上
：
1
0％

 

χ
/
Ｑ
：

25
0
時
間

＊
7  

Ｄ
/
Ｑ
：

20
0
時
間

＊
7  

約
3.
3
×
1
0
-1
mS
v 

約
3.
4
×
1
0
-5
mS
v 

約
3.
3
×
1
0
-1
mS
v 

附
属
水
冷
却
池

（
申
請
ケ
ー
ス
）
 

雰
囲
気
：
水
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
50
％
 

建
物
：
原
子
炉
附
属
建
物
 

希
ガ
ス
：
10
0％

 

よ
う
素
：
0.
2％

 

（
除
染
係
数
：
5
00
）
 

地
上
：
1
00
％

＊
6  

χ
/
Ｑ
：
1
時
間

＊
6  

Ｄ
/
Ｑ
：
1
時
間

＊
6  

約
7.
9
×
1
0
-1
mS
v 

約
2.
5
×
1
0
-2
mS
v 

約
8.
1
×
1
0
-1
mS
v 

＊
1：

 
保
守
的
に
、
よ
う
素
の
移
行
率
を

10
0％

に
設
定
。
 

＊
2：

 
燃
料
出
入
機
の
設
工
認
申
請
書
記
載
値
に
基
づ
き
設
定
。
 

＊
3：

 
燃
料
取
扱
用
キ
ャ
ス
ク
カ
ー
の
気
密
構
造
設
計
に
お
け
る
許
容
漏
え
い
量
よ
り
設
定
。
 

＊
4：

 
簡
易
的
に
、「

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
漏
え
い
事
故
」
と
同
じ
条
件
を
適
用
。
 

＊
5：

 
簡
易
的
に
、「

気
体
廃
棄
物
処
理
設
備
破
損
事
故
」
と
同
じ
条
件
を
適
用
。
 

＊
6：

 
放
射
性
物
質
が
直
接
か
つ
短
時
間
に
建
物
内
地
上
部
雰
囲
気
中
に
放
出
さ
れ
る
た
め
、
保
守
的
に
、
全
て
地
上
放
出
さ
れ
る
も
の
と
し
て
設
定
。
ま
た
、
実
効
放
出
継

続
時
間
に
は
最
小
値
を
適
用
。
 

＊
7：

 
キ
ャ
ス
ク
漏
え
い
率
に
基
づ
き
、
実
効
放
出
継
続
時
間
（
全
放
出
量
/1

時
間
あ
た
り
の
最
大
放
出
量
）
を
設
定
（
添
付

1
参
照
）。
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第
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原
子
炉
建
物
及
び
原
子
炉
附
属
建
物
に
お
け
る
燃
料
取
扱
設
備
概
略
図
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添付 1 

 

燃料取扱用キャスクカーを事故発生場所とした「燃料取替取扱事故」 

における実効放出継続時間 

 

 

 燃料取扱用キャスクカーを事故発生場所とした燃料取替取扱事故における実効放出継続時間の設

定根拠を以下に示す。当該事故では、燃料取扱用キャスクカーのキャスク漏えい率が 0.4%/d と小さ

いことから、漏えいが長期間継続し、実効放出継続時間が長くなっている。 

実効放出継続時間は、「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」を参考として、放射性物

質の全放出量を 1時間当たりの最大放出量で除した値とした。 

 

（1）よう素の吸入による小児の内部被ばく 

 

実効放出継続時間(h) ＝ 全放出量（Bq:I－131換算）/1時間当たりの最大放出量（Bq:I－131換算） 

＝ 1.3×1012 / 4.9×109  

≒ 265 

上記より、解析に用いる実効放出継続時間を 250hとした。 

 

（2）希ガスのガンマ線による外部被ばく 

 

実効放出継続時間(h) ＝ 全放出量（MeV・Bq換算）/1時間当たりの最大放出量（MeV・Bq換算） 

＝ 7.4×1010 / 3.1×108  

≒ 239 

上記より、解析に用いる実効放出継続時間を 200hとした。

[42]
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別添 6 

「１次冷却材漏えい事故」の代表性 

 

 

１次冷却材ナトリウムを内包する格納容器（床下）は、原子炉運転中は窒素雰囲気に維持しており、

１次冷却材の漏えいを想定しても１次冷却材の燃焼は抑制される。このため、１次冷却材の漏えい事

故では、原子炉停止後に格納容器（床下）を空気置換後に１次冷却材が漏えいすることを想定してい

る。 

 

原子炉停止後に格納容器（床下）を空気置換する際には、１次冷却材を１次冷却材ダンプタンクへ

ドレンする。１次冷却材をドレンするためには、崩壊熱が減衰（200kW 以下）している必要があり、

原子炉停止後に格納容器（床下）を空気置換するまでに、14日以上の減衰期間を要する。 

 

14日間の減衰期間経過後に１次冷却材をドレンする条件において、１次冷却材漏えいが発生した

場合に、大気中（格納容器外）に放出される核分裂生成物の量を以下に示す。ここでは、① 原子炉

の出力運転中に、１次主冷却系の配管（内管）が破損し、二重壁内に保持された漏えいナトリウムが、

格納容器（床下）を空気置換した後に、二重壁外に漏えいする場合、② １次冷却材のドレンを実施

し、格納容器（床下）を空気置換した後に、１次ナトリウム充填・ドレン系（１次冷却材ダンプタン

ク）から１次冷却材が漏えいする場合、③ 格納容器（床下）を空気置換した後に、１次オーバフロ

ー系から１次冷却材が漏えいする場合、④ 格納容器（床下）を空気置換した後に、１次ナトリウム

純化系（コールドトラップを含む。）から１次冷却材が漏えいする場合を想定する。 

 

事 象 
大気中に放出される核分裂生成物の量（Bq） 

よう素 
（I-131 換算） 

希ガス 
（ガンマ線 0.5MeV 換算） 

①１次主冷却系 約 2.3×109 約 2.0×1011 

②１次ナトリウム充填・ドレン系 約 3.7×109 約 1.6×1011 

③１次オーバフロー系※1 約 6.6×108 約 9.1×1010 

④１次ナトリウム純化系（コールドトラップを
含む。）※1 

約 4.4×109※2 約 1.2×1011 

※1： 格納容器（床下）の空気置換時には、１次オーバフロー系や１次ナトリウム純化系の１次冷却材
も１次冷却材ダンプタンクにドレンされる。１次オーバフロー系や１次ナトリウム純化系における１
次冷却材の漏えいは、主に格納容器（床下）が窒素雰囲気である状態で生じるため、漏えいした１次
冷却材の燃焼は抑制される。また、格納容器（床下）と格納容器（床上）のバウンダリは閉じられて
おり、格納容器（床上）に移行し、大気中に放出される核分裂生成物の量は小さいが、ここでは、格
納容器（床上）への核分裂生成物の移行を仮定。 

※2： １次冷却材中に放出されたよう素のコールドトラップへの付着割合は、コールドトラップのメッ
シュ表面積等を踏まえ、10％に設定。 

 

一方、申請ケースにあっては、原子炉の出力運転中に、１次主冷却系の配管（内管）が破損し、二

重壁内に保持された漏えいナトリウムが、格納容器（床下）を空気置換した後に、二重壁外に漏えい

する場合を想定しているが、既許可に鑑み、原子炉停止後に格納容器（床下）を空気置換するまでの

[43]
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期間を保守的に 7日としている。当該条件で評価した大気中に放出される核分裂生成物の量を以下に

示す。当該結果は、上記①～④を上回っている。 

 

事 象 
大気中に放出される核分裂生成物の量（Bq） 

よう素 
（I-131 換算） 

希ガス 
（ガンマ線 0.5MeV 換算） 

申請ケース 約 1.4×1010 約 5.0×1011 

 

[44]




